様式第１号（第３条関係）
補　助　金　交　付　申　請　書
第　　　　号
平成　年　月　日
　兵庫県知事
　　　　　　　　　　様
住　所　　　　　　　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　印
　平成　　年度において、　　　　　　　　　　　　　　　事業を下記のとおり実施したいので、補助金　　　　　　　　　　　円を交付願いたく補助金交付要綱第３条の規定により、関係書類を添えて申請します。
記
１　事業の内容及び経費区分（別記）
２　事業の着手予定年月日　　平成　　年　　月　　日
　　事業の完了予定年月日　　平成　　年　　月　　日
３　添　付　書　類
別　記
収　　支　　予　　算　　書
１　収入の部
	科　　　　目
	予　　算　　額
	摘　　　　要

	
	円
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	
	


２　支出の部
	科　　　　目
	予　　算　　額
	摘　　　　要

	
	円
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	
	


（注）収支の計はそれぞれ一致する。
様式第２号（第４条関係）
補　助　金　交　付　決　定　通　知　書
第　　　　号
平成　年　月　日
　（補助事業者名）
様
（本庁執行の場合）　　　　兵庫県知事　　　　　　　　　印　　
（県民局執行の場合）兵庫県○○県民局長                  印　　
（その他かい執行の場合）兵庫県○○事務所長                  印　　
　平成　　年　　月　　日付け第　　　号で申請のあった　　　　　　　　　事業補助金については、金　　　　　　　　　円を下記の条件を付して交付することに決定したので通知します。
記
１　この補助金の交付の対象となる事業は、平成　年　月　日付け第　　　号で申請のあった事業とし、その内容は　　　　　　　　　　　　事業補助金交付申請書に記載のとおりとする。
２　事業に要する経費及び補助金の額は次のとおりとする。
　　　　補助事業に要する経費　　　　　　　　　円
　　　　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　円
　　　　補助金の額          　　　　　　　　　円
３　事業に要する経費の配分及びこれに対応する補助金の額は、第１項の申請書に記載のとおりとする。
４　補助事業者は、補助金交付要綱に従わなければならない。
５　この事業は、平成　年　月　日までに完了しなければならない。
６　補助金交付の条件は、前５項に定めるもののほか、次のとおりとする。
　　　○○○○・・・・
別記様式（第４条関係）
平成　　年度仕入れに係る消費税等相当額報告書
第　　　　号
平成　年　月　日
　兵庫県知事
　　　　　　　　　　様
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　印　　
　平成　年　月　日付け第　　　号により交付決定通知があった　　　　　　　　　事業補助金について、同通知の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　●国庫補助事業の場合

補助金等適正化法第１５条に基づく確定額　　　　　　　　金　　　　　　円
    　（平成　年　月　日付け第　　　号による額の確定通知書）
　　●県単独補助事業の場合
農政環境部補助金交付要綱第13条に基づく確定額      　 金　　　　　　円
    　（平成　年　月　日付け第　　　号による額の確定通知書）
２　補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額　　　金　　　　　　円
３　消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額　　金　　　　　　円
４　補助金返還相当額（３－２）　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　円
様式第３号（第７条関係）
補助金交付決定内容変更承認申請書
第　　　　号
平成　年　月　日
　兵庫県知事
　　　　　　　　　　様
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　印　　
　平成　年　月　日付け第　　　号をもって交付決定のあった平成　　年度
　　　　　　　事業について、次のとおり交付決定の内容を変更したいので、承認願いたく補助金交付要綱第７条第１項の規定により申請します。
記
１　変更の理由
２　事業の内容及び経費の区分（別記：変更前を上段に（　）書き、変更後を下段に記入する。）
様式第４号（第７条関係）
補助事業中止（廃止）承認申請書
第　　　　号
平成　年　月　日
　兵庫県知事
　　　　　　　　　　様
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　印　　
　平成　年　月　日付け第　　　号をもって交付決定のあった平成　　年度
　　　　　　　事業について、次のとおり中止（廃止）したいので、承認願いたく補助金交付要綱第７条第１項の規定により申請します。
記
１　中止（廃止）の理由
２　廃止予定年月日　　平成　　年　　月　　日
　　中止予定期間      平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで
様式第５号（第７条関係）
補助金交付決定内容変更承認通知書
第　　　　号
平成　年　月　日
  （補助事業者名）
様
（本庁執行の場合）　　　　兵庫県知事　　　　　　　　　印　　
（県民局執行の場合）兵庫県○○県民局長                  印　　
（その他かい執行の場合）兵庫県○○事務所長                  印　　
　平成　年　月　日付け第　　　号で変更申請のあった平成　　年度　　　　　　　事業補助金については、下記のとおり承認することに決定したので通知します。
記
１　この補助金の交付の対象となる事業は、平成　　年　　月　　日付け第　　　号で申請のあった事業とし、その内容は補助金交付決定内容変更承認申請書に記載のとおりとする。
２　補助金交付の条件等については、上記のほか、平成　年　月　日付け第　　　号
　　　　　　　　事業補助金交付決定通知書第３項から第６項までのとおりとする。
様式第６号（第７条関係）
補助事業中止（廃止）承認通知書
第　　　　号
平成　年　月　日
  （補助事業者名）
様
（本庁執行の場合）　　　　兵庫県知事　　　　　　　　　印
（県民局執行の場合）兵庫県○○県民局長                  印
（その他かい執行の場合）兵庫県○○事務所長                  印
　平成　　年　　月　　日付け第　　　号で中止（廃止）申請のあった平成　　年度　　　　　　　　事業補助金については、下記のとおり承認することに決定したので通知します。
記
　平成　年　月　日付け第　　　号で申請のあった事業は、補助事業中止（廃止）承認申請書に記載のとおり中止（廃止）する。
様式第７号（第８条関係）
補　助　金　変　更　交　付　申　請　書
第　　　　号
平成　年　月　日
　兵庫県知事
　　　　　　　　　　　　様
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　印　　
　平成　年　月　日付け第　　　号で交付決定のあった平成　　年度
                                            （　　　　　　）
　　　　事業の内容を下記のとおり変更し、補助金　　　　　　円の交付を受けたいので承認願いたく、補助金交付要綱第８条の規定により申請します。
記
１　変更の理由
      以下、補助金交付申請の様式に準ずる。
（注）　変更前を上段に（　　　）書き、変更後を下段に記入する。
様式第８号（第８条関係）
補助金交付決定変更通知書
第　　　　号
平成　年　月　日
  （補助事業者名）
様
（本庁執行の場合）　　　　兵庫県知事　　　　　　　　　印　　
（県民局執行の場合）兵庫県○○県民局長                  印　　
（その他かい執行の場合）兵庫県○○事務所長                  印　　
　平成　年　月　日付け第　　　号で変更申請のあった　　　　　　　　　　　　　事業補助金については、下記のとおり変更して交付することに決定したので通知します。
記
１　この補助金の交付の対象となる事業は、平成　年　月　日付け第　　　号で申請のあった事業とし、その内容は補助金変更交付申請書に記載のとおりとする。
２　変更後の事業に要する経費及び補助金の額は次のとおりとする。
　　　　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　円
　　　　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　補助金の額　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　今回増（△減）額決定額　　　　　　　　　円
３　補助金交付の条件等については、上記のほか、平成　年　月　日付け第　　　号の　　　　　　　　　　事業補助金交付決定通知書第３項から第６項までのとおりとする。
様式第９号（第９条関係）
補助事業遂行困難状況報告書
第　　　　号
平成　年　月　日
　兵庫県知事
　　　　　　　　　　　　様
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　印　　
　平成　年　月　日付け第　　　号で交付決定のあった平成　　年度
　　　　　　　　　　　　事業については、下記のとおり事業の遂行が困難となったので、補助金交付要綱第９条第２項の規定により報告します。
記
１　事業の遂行が困難な理由
２　今後の見通しと所見

様式第10号（第11条関係）
補　助　事　業　実　績　報　告　書
第　　　　号
平成　年　月　日
　兵庫県知事
　　　　　　　　　　様
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　印　　
　平成　年　月　日付け第　　　号で交付決定のあった平成　　年度
　　　　　　　　　　　　事業を下記のとおり実施したので、補助金交付要綱第11条の規定によりその実績を報告します。
記
　以下、補助金交付申請書の様式に準じる。
（注）　申請内容を上段に（　　　）書き、実績を下段に記入する。

別　記
収　　支　　決　　算　　書
１　収入の部
	科　　　　目
	決　　算　　額
	摘　　　　要

	
	円
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	
	


２　支出の部
	科　　　　目
	決　　算　　額
	摘　　　　要

	
	円
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


	
	
	

	計
	
	


　注）１　収支の計はそれぞれ一致する。
２　県補助金は、見込み額を記入する。
様式第11号（第13条関係）
補　助　金　額　確　定　通　知　書
第　　　　号
平成　年　月　日
　（補助事業者名）
様
（本庁執行の場合）　　　　兵庫県知事　　　　　　　　　印　　
（県民局執行の場合）兵庫県○○県民局長                  印　　
（その他かい執行の場合）兵庫県○○事務所長                  印　　
　平成　　年度　　　　　　　　　　　　事業補助金として下記のとおり補助金を確定したので通知します。
記
１　確　定　額
金　　　　　　　　　　円
様式第12号（第14条関係）
補　助　金　請　求　書
金　　　　　　　　　　円也
　ただし、平成　　年度　　　　　　　　　　補助金
　　　　　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　円（概算払のとき）
　　　　　補助金確定額    　　　　　　　　　　　円（精算払のとき）
　　　　　既受領額        　　　　　　　　　　　円
　　　　　今回請求額      　　　　　　　　　　　円
第　　　　　　　　　号
＜根拠＞　補助金交付決定通知　　　　　　　　　　　　　　　　（概算・精算払のとき）
                            　　　平成　　年　　月　　日
第　　　　　　　　　号
　　　　　補助金交付決定変更通知                            （概算・精算払のとき）
                                  平成　　年　　月　　日
第　　　　　　　　　号
　　　　　補助金確定通知         　                     　　（精算払のとき）
                                  平成　　年　　月　　日
　上記のとおり、補助金を精算（概算）払いによって交付されたく、平成　　年度補助金交付要綱第14条第１項（第２項）の規定により請求します。
平成　　年　　月　　日
　兵庫県知事　　　　　　　　　　様
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　印　　
（添付書類）

様式第13号（第15条関係）
補助金交付決定取消通知書
第　　　　号
平成　年　月　日
  （補助事業者名）
様
（本庁執行の場合）　　　　兵庫県知事　　　　　　　　　印　　
（県民局執行の場合）兵庫県○○県民局長                  印　　
（その他かい執行の場合）兵庫県○○事務所長                  印　　
　平成　年　月　日付け第　　　号で申請のあった　　　　　　　　　　　　　　　事業補助金については、下記のとおり決定したので通知します。
記
１　補助金額　　　　　　　　円を取り消す。
２　事業に要する経費及び補助金の額は次のとおりとする。
　　　　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　円
　　　　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　補助金の額　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　今回増（△減）額決定額　　　　　　　　　　円
３　事業に要する経費の配分及びこれに対応する補助金の額は、別記のとおりとする。
（取消しの理由）

別添様式１－１

住民協働による小水力発電復活プロジェクト推進事業計画書

(1)立ち上げ時の取組支援
１　申請団体の概要
	団体名
	

	代表者氏名
	

	所在地
	

	主な活動内容
	


【担当者】
	氏名
	

	電子メールアドレス
	

	電話番号／FAX番号
	


［添付書類］
・団体のプロフィール（別添様式２）

※「うちエコ診断」受診者歴（予定含む）がある場合は、その内容についても記載（詳細については、別添様式２参照）
・団体の活動実績（直近２ヶ年分）を示す資料［団体の概要が分かる資料（パンフレット等）を含む］

２　取組内容等
	取組実施内容
	

	取組の必要性
	


３　事業候補地（できる限り詳しく記載）

	発電機設置予定地
	

	水系河川名
	


［添付書類］

・候補地の地形図・現地写真
４　実施スケジュール

	年　月　日
	取　組　内　容

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


５　小水力発電導入による地域への効果（地域活性化等）

	


別添様式１－２

住民協働による小水力発電復活プロジェクト推進事業計画書

(2)基本調査・概略設計等補助
１　申請団体の概要
	団体名
	

	代表者氏名
	

	所在地
	

	主な活動内容
	


【担当者】
	氏名
	

	電子メールアドレス
	

	電話番号／FAX番号
	


［添付書類］
・団体のプロフィール（別添様式２）

※「うちエコ診断」受診者歴（予定含む）がある場合は、その内容についても記載（詳細については、別添様式２参照）
・団体の活動実績（直近２ヶ年分）を示す資料［団体の概要が分かる資料（パンフレット等）を含む］

２　事業内容等
	事業実施内容
	

	事業の必要性
	

	既に実施した取組

内容
	

	事業化の可能性
	


［添付書類］

・調査実施について、小水力発電の専門家・コンサルタント会社等、別の主体を活用する場合は、当該主体の業務実績を示す資料［概要が分かる資料（パンフレット等）を含む］
３　事業候補地（できる限り詳しく記載）

	発電機設置予定地
	

	水系河川名
	


［添付書類］

・候補地の地形図・現地写真
４　取水予定地点における流況

	流量計測者
	団体名
	
	職・氏名
	

	流量観測期間
	

	流量値
	豊水量
	　　　　　m3/s
	平水量
	　　　　　m3/s
	低水量
	　　　　　m3/s

	
	渇水量
	　　　　　m3/s
	最少水量
	　　　　　m3/s
	


　　※正確な流量を未把握の場合は、当事業の「立ち上げ時の取組支援」を活用した小水力発電の専門家・コンサルタント会社等による簡易な流況調査の結果に基づく推計値等で可

［添付書類］
・流況曲線及び根拠となる資料［ない場合は、添付不要］

５　推定発電量

	発電方式
	□水路式　　　□ダム式　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	使用水量
	最大
	　　　　　m3/s
	常時
	　　　　　m3/s
	常尖
	　　　　　m3/s

	有効落差
	最大
	　　　　　m
	常時
	　　　　　m
	常尖
	　　　　　m

	出力
	最大
	　　　　　kW
	常時
	　　　　　kW
	常尖
	　　　　　kW


［添付書類］

・推定発電量の計算根拠資料

・参考図面

・設備及びシステムの概要を示す資料［ない場合は、添付不要］
６　実施スケジュール

	年　月　日
	取　組　内　容

	
	

	
	

	
	


７　小水力発電導入による地域への効果（地域活性化等）

	


８　事業実施に関連する事項

	他の補助金との関係
	

	許認可、権利関係等事業実施の前提となる事項及び実施上問題となる事項
	

	地元調整等
	


別添様式２

団　体　の　プ　ロ　フ　ィ　ー　ル
	（フリガナ）
団　体　名
	

	代表者氏名
	

	所　在　地
	住所：

	
	電話番号／FAX番号：

	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

	組　　　　織
	
	団体設立年月
	

	担　当　者
	氏名：

	
	住所：

	
	電話番号／FAX番号：

	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

	団体設立の経緯
	

	目　　　　的
	

	主な活動内容
	

	「うちエコ診断※」

受診歴
	


※「うちエコ診断」とは、家庭のどこからどれだけＣＯ２が排出されているかを「見える化」し、各家庭のライフスタイルに応じた効果的な削減対策を個別に提案する無料診断です。

診断では、専門の診断士が、ご家庭の電気やガスの使用状況などをもとに、専用ソフトを用いて、ご家庭のCO2

排出状況について分かりやすく示し、ライフスタイルに合わせた削減プランを提案します。

【問い合わせ先】

（公財）ひょうご環境創造協会　温暖化対策課（うちエコ診断担当）
〒654-0037　神戸市須磨区行平町3-1-18

TEL:078-735-2738　FAX:078-735-7222

開設時間/月～金 9：30～17：30（祝日、年末年始12月29日～1月3日を除く）

ホームページ：http://www.eco-hyogo.jp/global-warming/center/uchieco
別添様式３
誓　約　書
住民協働による小水力発電復活プロジェクト推進事業の申請にあたり、下記の事項について誓約します。

　なお、裏面のとおり役員の個人情報について提出し、必要な場合には、下記の事項２及び３について兵庫県警察本部に照会することについて承諾します。
記

１　「住民協働による小水力発電復活プロジェクト推進事業募集要項」の記載内容を承知していること。

２　暴力団排除条例（平成22年兵庫県条例第35号）第２条第１号に規定する暴力団及び第３号に規定する暴力団員に該当しないこと。

３　暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号に規定する暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者に該当しないこと。
４　上記２及び３に違反したときは、本事業の採択の取消及びその他県が行う一切の措置について異議を述べないこと。
平成　　　年　　　月　　　日

（宛先）

兵庫県知事

住　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

名　　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
役員一覧表

【記載方法】

1 記載例に従って、役員全員の役職、氏名、カナ、生年月日、性別を記載して下さい。

2 生年月日の記載については、元号に○をつけて下さい。

3 性別の記載については、どちらかに○をつけて下さい。

	役　職
	氏　名
	カ　ナ
	生年月日
	性別

	（記載例）
代表取締役
	兵庫　太郎
	ヒョウゴ　タロウ
	明治 大正 昭和 平成
	男 女

	
	
	
	22年 ２月22日
	

	
	
	
	明治 大正 昭和 平成
	男 女

	
	
	
	年　 月　 日
	

	
	
	
	明治 大正 昭和 平成
	男 女

	
	
	
	年　 月　 日
	

	
	
	
	明治 大正 昭和 平成
	男 女

	
	
	
	年　 月　 日
	

	
	
	
	明治 大正 昭和 平成
	男 女

	
	
	
	年　 月　 日
	

	
	
	
	明治 大正 昭和 平成
	男 女

	
	
	
	年　 月　 日
	

	
	
	
	明治 大正 昭和 平成
	男 女

	
	
	
	年　 月　 日
	

	
	
	
	明治 大正 昭和 平成
	男 女

	
	
	
	年　 月　 日
	

	
	
	
	明治 大正 昭和 平成
	男 女

	
	
	
	年　 月　 日
	


暴力団排除条例施行規則（平成23年兵庫県公安委員会規則第２号）　抜粋

（暴力団等と密接な関係を有する者）

第２条　条例第７条に規定する公安委員会規則で定める暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者は、次に掲げるいずれかに該当するものをいう。

(1)　暴力団員（条例第２条第３号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）が役員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第９条第21号ロに規定する役員をいう。以下同じ。）として、又は実質的に経営に関与している事業者

(2)　暴力団員を業務に関し監督する責任を有する者（役員を除く。以下「監督責任者」という。）として使用し、又は代理人として選任している事業者

(3)　次に掲げる行為をした事業者。ただし、事業者が法人である場合にあっては、役員又は監督責任者が当該行為をした事業者に限る。

ア　自己若しくは自己の関係者の利益を図り、又は特定の者に損害を与える目的を持って、暴力団（条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）の威力を利用する行為

イ　暴力団又は暴力団員に対して、金品その他の財産上の利益の供与をする行為

ウ　ア又はイに掲げるもののほか、暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有していると認められる行為
別添様式４
住民協働による小水力発電復活プロジェクト推進事業報告書
	 事　　業　　内　　容
 （目的、内容、実施期間等）
	

	経　　費　　内　　訳

	円


［添付書類］
・事業内容を示す資料［実施した事業内容が分かる報告書等の成果物、写真］
